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上牧町議会議長

今中伸行殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　議会運営委員会
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14年度議会運営委員会・研修視察報告

　　日　程　　10月28日（月）〜29日（火）1泊2日（別途に行程表あり）

　　宿　泊　　洲本市ホテル四州園

　　訪問先　　兵庫県北淡町町および三原町

　　参加者　　7名

　　　　　　議　員：武田、榊原、堀内、服部、石丸、
　　　　　　　同　行：青木助役

　　　　　　随　行：黒松事務局長

　　　　　　　（取扱業者：日本旅行大和高田支店）

　　目　次　　北淡町の研修・視察　　　　　　　　　　2〜3頁

　　　　　　　三原郡4町合併協議会の研修　　　　　　4〜5頁

　　　　　ただし、別途に資料および写真が事務局にて保管されている。

「北淡（ほくだん）町の研修・視察」


北淡町役場訪問・研修
　日　時　　　10月28日（月）13時10分〜14時30分

　場　所　　　北淡町議会委員会室にて

　テーマ　　　北淡町の防災活動について

　最初に、上野北淡町議会議長からあいさつと北淡町の概要について説明を受けた。次いで防災担当の長井住民生活課長から、「阪神・淡路大震災の被害状況」と「北淡町の防災活動」について説明を受けた。
⑴北淡町の概要

　北淡町は、淡路島の西北端に位置し、海岸線が18㎞におよぶ帯状地形の町。50㎞圏内に阪神経済圏を抱えている。中央部に淡路の秀峰・常隆寺山系が南北に走り、地形のほとんどが急傾斜で播磨灘に面している。昔から急傾斜地を利用してビワが栽培され、播磨灘ではノリの養殖が盛んである。

　町域は51㎢、人口約11,000人である。産業構造は、農業、漁業、加工業、サービス業などである。野島断層を中心に観光誘致も盛んである。

　阪神・淡路大震災の震源地として地表に現れた野島断層は、淡路島西北の海岸線内側１㎞のところを南北に18㎞にわたって走っている。断層は大地震で上に1.3ｍ、横に1.8ｍずれた。その一部が野島断層保存館としてありのままの姿を伝えている。平成10年7月に国の天然記念物に指定された。

⑵阪神・淡路大震災の被害状況

　1995年1月17日（火）午前5時46分、淡路島北部、深さ14㎞を震源とし、マグニチュード7.2、震度7（国内で初めて）の地震が発生した。

　北淡町の被害は死者39人、重傷59人、全壊1,049戸、半壊1,223戸、一部損壊1,030戸、被害世帯3,302戸と全世帯の92%が被災した。特に北淡町の中心地である富島地区（役場所在地）の密集地での被害が大きく死者26人となった。

　それでもこれだけの大地震でありながら、専門家などの評価によると、人身被害は想像を超える少なさであるという。その要因は、古くから築かれてきた地域の連帯と独自な消防団活動に依るところが大きい。

⑶北淡町の消防団を中心とした防災活動

　北淡町は、昭和30年に6村が合併したが、近所や集落などの地域のつながりは極めて強いのが特色である。中心街の富島地区に町三役が在住していたことも幸いし、町長は自ら被災したにもかかわらず地震発生の直後、午前6時過ぎには町役場へ駆け込んだ。それでも避難勧告は間に合わず、各地区の消防団が自らの判断で行動を開始した。消防団と住民が協力して「この家のここに年寄りが寝ている」などの平素の情報を頼りに、倒れた家から人命を救出した例も多い。

　消防団は565人と住民の20人に1人の割合となっており、その多さに驚く。北淡町では、消防団の法被が空くのを待っている若者がいると言い、「消防団に入らなければ一人前ではない」との風潮さえある。

　消防団は、地域の寄付も含めて自主的に運営されている。団員の年俸は1万円、火災手当はその都度1,400円に過ぎない。だだし、災害補償や退職手当は、法で決められた通り行われている。

　それだけに地域での助け合いの意識が高く、台風時には、高齢者の家からブルーシートをかけて回るのが普通である。山火事の場合でも、広域消防より消防団の方がイニシアティブを取ることがある。

　町役場の体制も、消防・防災・福祉を福祉担当の住民生活課で行っている。

⑷北淡町震災復興計画について

　震災時の町長は、大震災のネーミングにもこだわった。地震専門家やマスコミは「阪神大震災」と伝えたが、淡路島が被害は比較的軽くとも震源地であることから、「阪神・淡路大震災」とすべきであると強く主張し、正式名称となった。

　北淡町震災復興計画のなかで、防災記念公園の誘致が早い時期から取り上げられており、後日に「北淡町震災記念公園」として実現した。98年4月に開園したが、明石大橋の開通もあり、初年度入場者数280万人、５億円の経費で13億円の収入、余剰金8億円を「ふるさと夢事業」基金にした。

野島断層保存館などの視察

　日　時　　　10月28日（月）14時30分〜15時15分

　場　所　　　北淡町震災記念公園内

　テーマ　　　野島断層と阪神・淡路大震災の遺跡の見学

　北淡町では、野島断層全長18㎞のうち10㎞が走っている。なかでも震災記念公園のある小倉地区では、道路や畑のあぜ道、生け垣などに大震災断層の爪痕が残されている。地面の変化によって自然の大きな力を知ることができる。「野島断層保存館」では、この貴重な変化の状態をそのまま、140ｍにわたって保存し展示している。

　保存館の出口に「メモリアルハウス」がある。敷地と建物（鉄筋コンクリート造り2階建て）をともに地震断層が横切り、震災当時の様子で　生々しく展示されている。

「三原郡4町合併協議会の研修」

日　時　　10月29日（火）10時〜11時50分

場　所　　兵庫県三原郡4町（緑町・西淡町・三原町・南淡町）合併協議会

テーマ　　「合併協議の運営」について

　今回の研修は、三原郡4町（ eq \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(みどりまち),緑町)・ eq \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(せいだんちょう),西淡町)・三原町・ eq \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(なんだんちょう),南淡町)）合併協議会事務局に依頼した。高川事務局長（南淡町）、伏見事務局次長（兵庫県）ら事務局の5人で研修にあたって頂いた。合併協議会の視察は、時期的に業務多忙を理由に日程調整が付かないケースが多いが、今回は先方の特殊事情もあって受け入れが可能となった。

⑴三原郡４町の概要

兵庫県淡路島には１市2郡10町がある。三原郡4町は洲本市の西隣、島の南部に位置し、鳴門海峡と播磨灘に面する。気候は温暖であり、玉ねぎの主産地として知られる。産業大分類による就業人口比は、第１次26.2%、第２次28.6%、第３次45.1%であり、淡路島の中でも第１次産業への就業割合が高い地域である。高齢化率も24.9%と県全体の16.9%よりかなり高い。

　町　名　　 人口（人）　面積（㎢）　　 世帯数（戸）　　人口密度(人／㎢)
緑　町　　  6,154     27.89         1,962          220.65

西淡町     12,519     55.98         3,740          223.63

三原町     16,602     58.35         4,895          284.52

南淡町     19.709     86.92         6,543          226.69

三原郡計　 54,979    229.14        17,140          239.94

⑵三原郡におけるこれまでの合併への取り組み

　これまでも何度か合併の議論があった。最初、昭和45～49年鳴門架橋・淡路縦貫道の着工時に、次いで昭和59～61年同じく供用開始時に話があったが、諸般の事情で進展しなかった。

平成10年の明石海峡大橋の開通を契機に盛り上がりを見せ、12年6月郡内の町長会・議長会の協議で合併準備室が作られた。13年4月に4町の町長・議長による三原郡任意合併協議会が立ち上げられ、14年4月1日に「緑町・西淡町・三原町・南淡町合併協議会」が正式に設置された。

⑶合併協議会の協議経過

　前年度における三原郡任意合併協議会での協議を踏まえ、4月2日に事務局10名体制で再スタート、5回の協議会など開催してきた。協議も比較的順調に進んできたが、緑町で合併の枠組み（三原郡４町か、洲本市との合併か）を巡って、町長のリコールが行われ、8月25日に町長選挙があった。結果、41票の僅差で洲本市との合併を公約にした金山町長が当選した。また、9月27日の定例議会で合併を問う住民投票条例が可決され、12月に実施して合併の枠組みを決めることになった。

こうした経緯から、緑町町長は合併協議会の一時休止を申し入れ、10月時点で合併協議会としては、同町の方針決定待ちの状況である。

⑷合併協議会の運営についての留意点

・合併特例法の期限（平成17年3月末）までに合併するためには、年内に合併協議会を立ち上げることが必須である。

・合併協議を円滑に進めるのには、住民との情報の共有が不可欠である。協議会としての広報の発行、ホームページの公開、ケーブルテレビの放送など、住民への情報提供を積極的に行っている。

・合併の基本的合意事項から協議するのが鉄則である。下記は協議済みである。
　　①合併形式　　　　　　対等合併

　　②新市名　　　　　　　現町名は使用せず、公募で決定

　　③合併期日　　　　　　17年1月中に新市発足

　　④新庁舎の位置　　　　新庁舎は建設せず、地理的な中心地で

　　⑤財産の取り扱い　　　財産等は全て持ち寄り

・合併協議を進めるうえで、職員の負担は相当なものである。日常業務をこなしながら資料づくりや部会、分科会、小委員会、視察受け入れなどの実務をやらなければならない。

・電算システムの協議は重要であり、用意周到にやらなければならない。思いのほか、時日を必要とする。

・協議会のメンバーの選定は、肩書きだけ（充て職的な人選）でなく、幅広い強力な人選が条件である。男女共同参画の主旨からして、女性委員の割合も考慮すべきである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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